
保留敷地に設定した土地上の既存住宅の仮住まい活用及び地域貢献施設の導入による
大規模団地の建替え検討＜下野池第２住宅＞

竣工年月日（築年） 1970年10月1日（築52年） 区分所有者数 388名 様式１－３は３７１名

事業前 事業後 事業前 事業後

敷地面積 34,167.93㎡ ー 建築面積 6,065.33㎡ ー

延べ床面積 26,252.47㎡ ー 階数 地上5階 ー

棟数 17棟(共用棟含む) ー 総住戸数 410戸 ー

事業タイプ 計画支援型 採択年度 令和３年度 所在地 大阪府堺市 提案者 ㈱地域計画建築研究所

【対象マンションの課題】
• 下野池第２住宅は、1970年（昭和45年）10月、日本
住宅公団より分譲を受け、現在築53年目を迎えた410
戸の団地である。当初から現在に至るまで、自主管理
を継続しており、コミュニティ形成と合わせて、自分
たちの手で団地内建物を維持管理してきた。なお、
1980年ごろには、家族構成の変化などに対応するた
め、関西初となる居室の増築工事（２部屋増築）が一
部棟で実現している。

• 低層でゆとりのある住棟配置であり、緑豊かで閑静な
団地として成熟してきたが、築年数を原因とする施設
の老朽化やバリアフリーなどの社会的要求の変化への
対応が必要となってきている。

【提案した検討内容】
一括建替え決議集会に諮る建替え実施計画案を策定する
ため、下記の２つについて具体的検討を実施した。
〇保留敷地に設定した西側敷地既存建物の仮住まい利用
計画案の策定
〇持続的な地域コミュニティ形成に向けた地域貢献施設
のありかた検討

【成果】
⚫ 検討した成果を組み込んだ建替え計画をもって、2023年3月5日に団地内建物
の区分所有者及び議決権の各５分の４以上の賛成（区分所有者：89.43％、議
決権89.51%）、及び各団地内建物ごとに区分所有者及び議決権の各３分の２
以上の賛成により、一括建替え決議が可決された。

【今後の予定】【ポイント・留意事項】
〇施行マンションの一部を仮住まい利用す
ることでの合意形成上のメリット

・団地型ﾏﾝｼｮﾝにおける仮住まい先の確保
・西側棟での継続居住による住環境変化の
抑制、引越し回数減少

・西側棟以外での仮住まい者及び転出者へ
の西側棟仮住まい事業の賃料を原資とし
た仮住まい支援金

西側棟仮住まい計画の考え方

∎ 西側棟仮住まい事業の目的

現在、検討を進めている下野池第2住宅建替え事業が決定した場

合、再取得者の仮住まいや転出者の新たな住まい等、周辺で多

くの転居先の確保が必要となります。

西側棟仮住まい事業は、新マンションの再取得者・新マンショ

ンを取得せず転出補償金を受け取る転出者、両者の利益にかな

う計画とすることにより、下野池第2住宅の建替え事業決定に貢

献することを目的としています。

∎ 西側棟仮住まい事業は新たな試み

工区を東側敷地と西側敷地に分離することにより、解体期間や

ご入居までの期間を短縮し、仮住まいなどのご負担の軽減につ

ながるとの考えから、西側敷地建物（西側棟）を仮住まいとし

て使用することにしました。

∎ 仮住まいのご負担低減

マンションの建替え開始から再入居までに必要な仮住まいには、

①精神的・肉体的な負担、②金銭的な負担があり、いずれも低

減させるべく西側棟仮住まい事業を提案しています。

∎ 西側棟仮住まい事業のメリット

西側棟仮住まい事業は再取得者・転出者の双方にとってメリッ

トのある事業です。

◆ 再取得者のメリット

➢ 西側棟で仮住まいする方

東側棟から西側棟へもしくは西側棟で継続して仮住

まいをする方は、現在の住環境を変えることなく、

建替えが完了するまで引き続き下野池第２住宅でお

住まいいただくことが可能です。

➢ 西側棟以外にて仮住まいする方

西側棟仮住まい事業の賃料収入を原資として、仮住

まいにかかる諸費用の一部を仮住まい支援金として

受け取ることが可能です。

◆ 転出者のメリット

再取得者が西側棟（110戸）で仮住まいを確保することに

より、転出者の転出候補先が多くなり、より希望に近い転

出先探しが可能となります。

西側棟仮住まいイメージ

東側敷地の建物を先行して解体
し、西側敷地の建物は現況のま
ま残して仮住まいに活用します。 東側敷地

(先行区)
建物解体

再取得しない人も、西側棟
に約100戸の仮住まい住戸が
確保できるので、外部での
新たな住まいを探しやすく
なるんだね。

仮住まい支援金が
あると助かるね！

2023年建替組合設立

2024年

権利変換計画認可、東
側敷地解体工事着工・
西側棟仮住まい事業開
始、建築工事着工

2027年
建築工事竣工・建替組
合解散

第二種中高層住居専用地域
容積率：200％
建蔽率：60％

近隣商業地域
容積率：300％
建蔽率：80％
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⚫ 特に『西側棟仮住まい事業（保留敷
地に設定した土地上の既存住宅の仮
住まい事業）』については、再取得
者・転出者の両方にメリットを示す
ことができた。

⚫ 西側敷地の仮住まい利用後の事業協
力者への保留敷地売却によって導入
する地域貢献施設については、地区
周辺に供給の少ない高齢者向け住宅
やクリニックモールの提供となって
いる。
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